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1 はじめに
東日本大震災において、Twitterをはじめとするソー

シャルメディアが安否確認や孤立した被災者の救助に
活用された [7]。一方で、インフラの流失、停電、輻輳
の影響で、「情報の空白地帯」が広域にわたって発生
していたこともわかっている [10]。

NICT では、2012年 1月に東北大学と包括的な協
力協定を締結した。その後、産学官の共同研究を推進
すべく東北大学内に耐災害 ICT 研究センターを設置
した。耐災害 ICT研究センターでは、災害時におい
ても “つながる”、“壊れない”ネットワークを目指し、
災害に強い情報通信技術の研究を推進している。
これらの研究の結果、今後の災害時には「情報の空

白地帯」が減少されることが期待され、ソーシャルメ
ディアのより一層の活用が望まれる。東日本大震災時
の被災地において情報の空白地帯が生まれる一方で、
ソーシャルメディア上には、被災地にいる家族、友人、
知人の安否を求めるものから、実世界に多大な影響を
与えるデマ、真実かどうかわからない不正確な情報等
にいたる非常に種々雑多な情報が溢れかえった1。
災害直後におけるデマや、その後の風評被害の発生

など、ソーシャルメディアが現実社会に与える影響に
対する否定的な意見もある一方で、災害時に有効に利
用された例も存在する2 [8]。しかしながら、東日本大震
災時の tweetを観察した結果、おびただしい数の【拡
散希望】に対し、Twitter上で確実に救援・救助の手が
差しのべられたと判断できるものはかなり限定される
ことがわかった。参考までに、我々が東日本大震災ビッ
グデータワークショップに参加した際の予備的な検討
では、Twitterにおいて要望の発信と見なせる tweet
148（スクリーンネームとリプライが確認できたもの）
について、リプライの中に要望に対する対応策が示さ
れたと判断できたのは、26（17.6%）であった。要望

1たとえば東日本大震災時には最大 5,530 tweet/秒を記録した
(http://yearinreview.twitter.com/en/tps.html)

2たとえば http://www.nikkeibp.co.jp/article/column/
20110314/263638/など

ではあるがリプライがつかなかったものや、直接リプ
ライがなくとも別の形 (他の tweetや retweetに対応
策が示されるなど)で情報を得た場合もあるため、正
確な数字を推定するのは難しいが、かなりの数の要望
tweetには救援・救助の手が差しのべられていないと
考える。
本稿では、そのような災害時における被災者と救援・

救助側とのコミュニケーションに関して、現在我々が開
発している情報分析システムを介して双方向にコミュ
ニケーションを可能とする枠組みを提案し、救援・救
助をより効率的に行うことについて説明する。

2 被災者と救援・救助側の双方向コ
ミュニケーション

我々は、災害時に情報共有を効率よく行い、適切な
状況把握・判断を可能にする情報分析システムを開発
している [5, 6, 9]。このシステムの実用化に際し、より
確実にその機能を発揮できるように、災害時における
情報ニーズの把握を目的として、これまで 20を越える
個人、団体にヒアリングを行ってきた。また、我々は、
2012年 9月 12日から 10月 28日までに開催された東
日本大震災ビッグデータワークショップに参加した。
そこで Twitter Japan（株）より提供された tweetを
用いて情報分析システムを構築した際の知見や、我々
が行ったヒアリングの結果から災害時の情報共有に関
して次の問題があると考える。

• 救援・救助を求める被災者側の人々からは、安否
確認、救援要請等がメッセージの明確な受取手が
わからないまま【拡散希望】のようなタグととも
に発せられ、ソーシャルメディア上に溢れた。し
かし、安否の情報を持っているあるいは、救援・
救助する側の組織の人間にそれらのメッセージが
届いたのは非常に限られている（図 1参照）。

• 救援・救助する側も同様に、ソーシャルメディアを
含む様々なメディアを用いて救援・救助に関する

 
 

言語処理学会 第19回年次大会 発表論文集 (2013年3月) 
￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣  ̄

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 236 ― Copyright(C) 2013 The Association for Natural Language Processing. 
All Rights Reserved.　　　　　     　　 　　　   　　　　　　　　　　 



メッセージを発信した。しかしながらソーシャル
メディア上では、そもそもそのような組織との社
会的つながりが平時からなければメッセージが届
きにくいという問題があった（図 2参照）。これは
後に Twitterのライフライン関連アカウント等の
仕組みによってある程度解消された。ボランティ
ア団体等が炊き出しを行うような場合には、依然
としてこの問題があり、図 1同様に【拡散希望】
のタグが付けられ発信されたが、どれほどの人
に有効に伝わったかには疑問が残る。また、ソー
シャルメディア以前に、情報の空白地帯の問題も
あり救援・救助側からの情報発信として役立った
のはラジオであった。臨時災害放送局の開局が相
次いだ [4]。

図 1: 被災者側から発せられたメッセージのイメージ

図 2: 救援・救助者側から発せられたメッセージのイ
メージ

一つめの問題のうち、とくに人命にかかわるものと
して、音声による緊急通報に障害が発生した場合を考
慮し、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）
を活用した緊急通報の可能性が検討されている。消防
庁において「大規模災害時におけるソーシャル・ネッ
トワーキング・サービスによる緊急通報の活用可能性

に関する検討会3 」が 2012年の 8月より 3回の予定で
開催されている。しかしながら、緊急性はなくとも、
重要な救助要請は存在し、これらを丁寧に拾いあげ、
救助・救援する側へ確実につなげる枠組みが重要であ
ると考える。
そこで、我々が現在開発をすすめているシステムを

用いて、これらの両者を結びつけ、双方向にコミュニ
ケーションをとることを可能とする枠組みを提案する。
現在開発しているシステム [9]は、質問応答システ

ムを災害時の情報、具体的には tweetを対象に適用し
たものがベースとなっている。それは、対象のテキス
トに対する依存構造解析結果から抽出され、我々がパ
ターンと呼ぶデータ構造を用いてさまざまな言い換え
をも考慮して回答を網羅的に検索し、結果を俯瞰的に
表示することができるシステムである。これによって、
思ってもいなかった意外な回答や、通常の検索エンジ
ンでは、見つけることが困難な回答を得ることができ
る。現在、質問応答の性能評価用テストセットを整備
し [2]、システムを評価中である。災害時の質問応答
においては、可能な限り正解を抽出できることが重要
だと考えており、現段階では用意したテストセットの
正解のうち、完全一致ではなく部分文字列が照合する
という条件で 7割程度を回答できる。
また、救援・救助側のリソースが有限であることか

らそのリソース配分を適切に行うことが重要である。
そのため、被災状況を俯瞰的に知り、被害が大きいと
ころから迅速かつ重点的に救援・救助活動を行うこと
が必要である。あるいは俯瞰的な情報を提供すること
で、往々にして被害がもっともひどいと言われる、情
報の空白地帯をみつけることも容易になるかもしれ
ない。

図 3: コミュニケーションの双方向性を担保する枠組み

3http://www.fdma.go.jp/neuter/about/
shingi kento/h24/sns kinkyutsuhou/

― 237 ― Copyright(C) 2013 The Association for Natural Language Processing. 
All Rights Reserved.　　　　　     　　 　　　   　　　　　　　　　　 



このシステムを災害時に利用することを想定した場
合には、被災者や救援・救助をする人々が求める情報
に答えを与えることが可能になると考えるが、それだ
けでは上記の問題を解決できない。そこで我々は、図
3に示す枠組みを提案する。この枠組みでは、災害時
の情報に対する質問応答に加えて、以下の手順により
災害時における被災者、救援・救助者間の双方向のコ
ミュニケーションを担保する。

1. 災害直後に救援・救助側が救援・救助を要請する
情報提供が回答となる質問を登録しておく。たと
えば、「XXが孤立しています。助けて下さい。」
という情報提供に対して救援・救助が行えるなら
ば「（救援・救助対象地域で）孤立しているのは
どこですか」等を登録する。

2. 被災者は、救援要請等を情報提供する。

3. システムは、提供された情報を回答とする質問が
ないかを検索する。これは、質問のリストを回答
抽出の対象として、情報提供された文をクエリー
とする質問応答タスクである。現在我々が構築し
ている情報分析システムの質問応答部分を逆向
きに利用することで、情報提供文中の要素がどの
ような疑問詞に対応するかを的確に判定する必要
等があるが、比較的容易に実現できる。さらに、
質問に該当する情報提供があった場合は、誰のど
のような質問に該当したかを被災者に通知し、逆
に、救援・救助側には、質問に該当する情報提供
が誰からあったかを通知（内容は、通常の質問応
答の回答結果）する。

4. 必要があれば、救援・救助側が、被災者に直接メッ
セージを送り適切に対応する。

以上の手順により、情報を提供した被災者は、それ
がいずれかの救援・救助団体に確実に届いていること
がわかるので、自らのメッセージを拡散する必要もな
く、Twitterにおける無用な retweetを回避できる。
さらに、被災者が確実にそして効率よく救援・救助

を受けるためには、提供した情報だけでは不十分だと
思える場合が散見された。たとえば、物資によっては
サイズがあるものがあるが、「おむつが不足していま
す」という情報提供だけでは、それが、乳幼児用なの
か、成人用なのかわからず、また、いったいどれくら
いの数量があれば充分なのかも明確にする必要がある。
このままでは、救援・救助側で被災者からの情報提供
ひとつひとつについて個別にその情報を詳細化しなけ
ればならず、非効率であるのでこれを自動的に詳細化
する。

具体的には、質問を事前に登録する際に、質問の他
に、実際に救援・救助活動の際に必要となる情報もあわ
せてシステムに入力するようにする。たとえば、場所、
人数、緊急度（食料ならあとどれくらい持つか等）、
アクセス（道路は大丈夫か等）等を入力する。これら
は、ある程度テンプレート化でき、入力コストは比較
的小さいと予想する。被災者がいつも充分な情報を提
供してくれるとは限らないので、提供情報がある質問
に該当した場合に、提供情報が、該当した質問が要求
する情報を満たしていない場合は、それらの情報を被
災者に提供してくれるよう問い合わせる。これは、緊
急通報時のオペレータとの対話に近く、システム主導
でスロットフィリングする簡便かつ簡潔な対話モデル
[3]が適していると考える。ただし、使用するインター
フェースによって、まとめてテーブルに入力してもら
うほうが良い場合もあり、効率良くやりとりすること
が重要である。そして、最終的に詳細化されて提供さ
れた情報を救援・救助側に通知することで、救援・救
助活動が効率的に行われるようになり、被災者をより
確実に救援・救助することにつながる。
我々は、現在、この枠組みを掲示板上にシステムと

して実装し、動作を検証している。掲示板の他にも、
Twitterに対してはボット等をつかって通知を実現で
きると考える。また、ショートメッセージを含むメー
ルによるコミュニケーションも可能だと考える。ただ
し、いずれの手段を用いるにせよいくつかの問題があ
るので、それについては次の節で議論する。

3 議論
3.1 リアルタイム処理

システム運用時には、被災者や救援側の質問に応答
するのはもちろん、次々と更新されるデータ（tweet）
をリアルタイムでインデックスする必要がある。既に
のべたが、東日本大震災時には、Twitterで毎秒 5,000
tweetを越える量の tweetがなされた。これらの全て
が、日本語によるものではないが、次に同規模の災害
が起きた場合には、毎秒 5,000を越える日本語 tweet
が発せられることも充分に考えられる。このような
データをリアルタイムに処理するためには、

• 大規模並列分散処理

• リアルタイムインデックス更新

を単純なキーワード検索だけではなく、依存構造解析
とその結果に対する処理も含めた複雑な処理に適用
する必要がある。キーワード検索だけであれば、文献
[1]にあるシステムを用いるのも有用かもしれないが、
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我々のシステムが扱うより複雑なデータ構造を扱うこ
とができる枠組みが必要となる。

3.2 広報・周知

本稿で提案する枠組みが期待するように動くために
は、広く周知されている必要がある。ローカル SNS
のような枠組みの中では、ローカルのコミュニティの
中での周知が充分であれば、それ以上の広報活動の必
要性が低いように思われるかもしれない。それは、地
方自治体とその住民の関係が災害時には、そのまま救
援・救助側、被災者側として対比可能だからかもしれ
ないが、広域災害時にはその地域だけで救援・救助活
動が完結することは考えにくい。コミュニティーの外
からの被災者（避難者）や、外からの救援・救助者 (ボ
ランティア団体など)の流入が考えられ、そのような
人たちもアクセス可能なオープンな枠組みが望まれ、
ローカル SNSを災害にそなえたものとするための支
援に取り組む必要もあると考える。
また、このようなシステムは、災害時にだけ使用す

るというのはなかなか難しいという意見も耳にしてい
る。平時から使用しているシステムでなければ、有効
に活用されない。つまり、全国民的に認知されるとま
でいかなくとも、平時からかなりの人数の人々によっ
て利用されているシステムである必要がある。

3.3 情報の裏をとる

ソーシャルメディアは、発展途上のメディアとして
大きな可能性を持っていると同時に、負の側面もあわ
せ持っている [8]。たとえば、東日本大震災直後の情
報が錯綜する中で、さまざまなデマや、不確かな情報
の拡散が現実社会に大きな混乱を招いた。あるいは、
確かな情報であっても、時間の経過とともに真実では
なくなる場合もある。たとえば、「○○のガソリンス
タンドで 10リットルだけど給油できた」というよう
な tweetが、そのガソリンスタンドが売り切れとなり
給油できない状態になった後でも、情報だけが拡散し
つづけ、その情報に踊らされる人も数多くいた。
このようなデマや時間経過による真偽の変化に対す

る対策も必要である。そのためには、情報の裏を可能
なかぎりリアルタイムでとれることが望ましい。たと
えば、言論マップ [11]のように文間の関係を認識する
システムを用いて、肯定と否定のような対立する文お
よびそれら根拠となっている文を提示することで、疑
わしい情報に対してその真偽を判定する材料とするこ
とができる。また、我々のシステムを実際に言論マッ
プと連携させることを計画している。

4 おわりに
本稿では、さまざまな言い換えをも考慮して回答を

網羅的に検索し、結果を俯瞰的に表示することができ
る質問応答システムを災害時の情報に適用したシステ
ムを用いて被災者側と救援・救助側の間における双方
向コミュニケーションを担保する枠組みについて述べ
た。この質問応答システムは、思ってもいなかった意
外な回答や、通常の検索エンジンでは、見つけること
が困難な回答を得ることができるものである。現段階
では、システムはプロトタイプであり、動作の検証等
の観点からサーバー 1台で動作している。今後は、よ
り大量のデータを処理することを前提に大規模・高効
率化をすすめる予定である。
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